
2022年6月28日

流 動 資 産 13,788,264 流 動 負 債 4,121,577

2,119,776 44,481

11,300,000 4,002,100

611,447 24,918

155,877 50,077

△ 398,837
固 定 負 債 5,402,050

固 定 資 産 7,314,037 債務保証損失引当金 4,318,645

3,368 退職給付引当金 9,899

1,428 1,073,505

1,939

9,523,627

11,786

9,725 株主資本 8,868,894

2,060 資   本   金 100,000

資 本 剰 余 金 5,231,829

7,298,882 2,000,000

7,298,882 3,231,829
利 益 剰 余 金 3,595,033

3,595,033

36,650

3,558,383

自　己　株　式 △ 57,968

評価・換算差額等 2,709,779
その他有価証券評価差額金 2,709,779

11,578,674

21,102,302 21,102,302

第 34 期 決 算 公 告
札幌市中央区南8条西8丁目523番地

ノースパシフィック株式会社
代表取締役社長　大畑　周司

第34期（2022年3月31日現在）貸借対照表
（単位：千円）

そ の 他

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(資　産　の　部) (負　債　の　部)

（無形固定資産）

資本準備金

現金及び預金 未払法人税等

有 価 証 券

求 償 債 権

前 受 収 益

そ の 他

賞 与 引 当 金

(有形固定資産）

器 具 備 品

そ の 他

繰延税金負債

貸 倒 引 当 金

その他資本剰余金

純資産の部　  合　計

電 話 加 入 権

負 債 の 部　　合  計

（投資その他の資産）

(純 資 産 の 部)

ソ フ ト ウ ェ ア

投資有価証券

資 産 の 部　  合  計 負債・純資産の部　合計

その他利益剰余金

 　別 途 積 立 金

 　繰越利益剰余金



2,239,853

受 取 保 証 料 2,029,397

受 取 手 数 料 196,755

そ の 他 の 営 業 収 益 13,700

1,100,206

役 員 報 酬 31,200

給 与 手 当 332,168

賞 与 引 当 金 繰 入 額 24,918

退 職 給 付 費 用 583

債務保証損失引当金繰入額 23,731

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 107,130

そ の 他 の 営 業 費 用 580,473

1,139,647

114,648

受 取 利 息 32

受 取 配 当 金 110,322

雑 益 4,293

1,250

雑 損 1,250

1,253,045

13,672

投 資 有 価 証 券 売 却 益 13,672

1,266,718

132,199

70,814

1,063,703

税 引 前 当 期 純 利 益

第 34 期 損 益 計 算 書

　自　2021年4月 1日

　至　2022年3月31日
（単位：千円）

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

特　　別　　利　　益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営　　業　　収　　益

営　　業　　費　　用

営　　業　　利　　益

営  業　外  収　益

営  業  外  費  用

経　　常　　利　　益



 

個 別 注 記 表 

 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券   

  市場価格のない株式等以外のもの  

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）  

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

定率法（但し、2016年 4月 1日以後に取得した建物附属設備は定額法）を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

器具備品     5年～15年 

  ②無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定

額法によっております。 

（３）引当金の計上基準 

 ①債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、保証の状況に応じて過去の履行実績率を勘案した損失

負担見込額、及び個別に資産内容等を勘案して算定した損失負担見込額を計上しておりま

す。 

②貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可

能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。 

③賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員に支給する退職金の支払に備えるため、自己都合による期末要支給額を計上してお

ります。 

（４） 収益及び費用の計上基準  

受取保証料は、主に住宅ローン等の債務保証による保証料であり、契約期間にわたり役務提

供を行うものであることから、履行義務は当該契約期間を通じて充足されると判断し、契約期

間に応じて収益を認識しております。 

 

２.会計方針の変更に関する注記 

（１）収益認識に関する会計基準等の適用     

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31日。）等を当事業年度

の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

る、計算書類に与える影響はありません。 

 



（２）時価の算定に関する会計基準等の適用  

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年 7月 4日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-2 項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することとしております。これに伴い、その他有価証券のうち、市場価格のある株式の評

価について、期末日前 1 カ月の市場価格の平均に基づく時価法から、期末日の市場価格に基

づく時価法に変更しております。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

（１）債務保証損失引当金 

（イ）当事業年度に係る計算書類に計上した金額 

     債務保証損失引当金   4,318,645千円 

（ロ）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

  ①算出方法 

債務保証損失引当金の算出方法は、「1．重要な会計方針」「（3）引当金の計上基準」「①

債務保証損失引当金」に記載しております。 

なお、債務保証損失引当金の基礎となる損失負担見込額には、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響を受けていると推定される債務者や借入額が長期間にわたって一定額以上で

推移している債務者の弁済能力を加味して、将来顕在化するおそれのある信用コスト相当

分を追加で見積ったうえで反映させております。 

  ②主要な仮定 

主要な仮定は「新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けていると推定される債務者

及び借入額が長期間にわたって一定額以上で推移している債務者の弁済能力の見通し」で

あり、これらは、弁済能力の悪化が見込まれる債務者の範囲を見積もったうえで設定して

おります。なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は、今後一定期間継続すると想定

しているものの、国や地方公共団体の経済対策や金融支援等により与信費用全体への影響

は限定的との仮定をおいております。 

  ③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

債務者の弁済能力の変化、新型コロナウイルス感染症拡大の長期化及び国内外の景気動

向の変動等の影響により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係

る計算書類における債務保証損失引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額        24,324千円 

（２）保証債務残高            1,852,019,656千円 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権              13,544,223千円 

短期金銭債務                41,125千円 

 

 

 

 

 



５．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

営業取引による収益           1,501,609千円 

営業取引による費用            591,406千円 

営業取引以外の取引による収益          145千円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の種類及び総数 

  普通株式     428株 

  甲種類株式   1,000株 

（２）自己株式の種類及び総数 

   普通株式      37株 

（３）配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021年 6月 25日

定時株主総会 
普通株式 19 49,300 2021年 3月 31日 2021年 6月 28日 

2021年 6月 25日

定時株主総会 
甲種類株式 769 769,800 2021年 3月 31日 2021年 6月 28日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2022年 6月 28日の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額     25,024千円 

（ロ）配当の原資      利益剰余金 

（ハ）1株当たり配当額   64,000円 

（二）基準日        2022年 3月 31日 

（ホ）効力発生日      2022年 6月 29日 

・甲種類株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額     1,000,000千円 

（ロ）配当の原資      利益剰余金 

（ハ）1株当たり配当額   1,000,000円 

（二）基準日        2022年 3月 31日 

（ホ）効力発生日      2022年 6月 29日 

 

７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

 ①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な安全性の高い預金等に限定しており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

求償債権及び保証債務については、信用リスク管理規程に沿って信用リスクを適時かつ正

確に把握のうえ明確に管理すると同時に、将来の損失に備え適切な償却、引当等を行ってお

ります。 



投資有価証券は主に株式であり、上場株式については市場価格の変動リスク、非上場株式

については各々の発行体の信用リスクに対して、有価証券の減損処理に関する規程に沿い対

応しており、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握に努めております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   2022年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

  なお、市場価格のない株式（貸借対照表計上額 投資有価証券 2,161,569千円）は、次表に

は含めておりません。また、現金及び預金、有価証券は短期間で決済されるため、時価は帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)求償債権 

  貸倒引当金（＊） 

 

(2)投資有価証券 

  その他有価証券 

611,447 

△398,837 

212,610 

 

5,137,313 

 

 

212,610 

 

5,137,313 

 

 

－ 

 

－ 

 

 契約額等 時価 

(3)保証債務 1,856,338,302 281,773 

（＊）求償債権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の 3つのレベルに分類しております。  

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価  

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価  

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。  

 

（1）求償債権 

求償債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は期末日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近

似しており、当該価額を時価としております。これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。これらはレベル 3の時価に分類しております。 

 

（2）投資有価証券 

投資有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベ

ル 1の時価に分類しております。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でな

い場合にはレベル 2の時価に分類しております。 

 

 



（3）保証債務 

契約上の申し受けている保証料と、新規契約を実行した場合に申し受ける保証料に差が発

生している保証先について、信用リスク等を適正に反映させた保証料の将来キャッシュ・フ

ローをリスクフリーレートで割り引いた額と、現行の契約上の将来キャッシュ・フローの現

在価値との差額を時価としております。また、個別引当金を計上している先については、引

当金相当額を時価としております。これらはレベル 3の時価に分類しております。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額    8,323,993.08円 

（２）１株当たり当期純利益     764,704.19円 

 

９．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産） 

   貸倒引当金               110,712千円  

   債務保証損失引当金          1,477,408千円  

投資有価証券評価損           116,143千円  

その他                  16,639千円  

 繰延税金資産小計             1,720,903千円  

評価性引当額              △1,443,802千円  

繰延税金資産合計              277,101千円  

 （繰延税金負債） 

   その他有価証券評価差額金       1,350,606千円  

繰延税金負債合計             1,350,606千円  

繰延税金負債の純額            1,073,505千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 

   ２．「議決権等の所有（被所有）割合」欄の[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であ

ります。 

   ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

１）㈱北洋銀行の各種ローンに対する債務保証の受取保証料については、当社の経費、保証履行の実態

等を勘案し、営業に係るコストに見合った適正保証料を毎年協議の上、決定しております。 

２）出向者人件費は、出向者協定書の定めによっております。 

３）業務委託費は、委託業務の実態等を勘案し、事務コストに見合った適正単価を毎年協議の上、決定

しております。 

４）譲渡性預金の利率は、取引期間に応じ、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。 

 

種類 会社の名称 住所 資本金 
事業の

内容 

議決権等

の所有 

（被所有） 

割合（%） 

関係内容 

取引の

内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 
役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

親会社 

 

㈱北洋銀行 

 

 

札幌市 

中央区 

1,211 

億円 

銀行業 被所有 

直接 4.34  

[39.38] 

兼任 1人 

転籍 3人 

銀行ロー

ンの債務

保証業務 

保 証 料

の受取 

1,457,421 

千円 

未収

収益 

121,123 

千円 

保 証 債

務残高 

1,856,338,302 

千円 

― ― 

出 向 者

人 件 費

の支払 

179,704 

千円 

 

― ― 

業 務 委

託 費 の

支払 

314,703 

千円 

 

未払

費用 

41,125 

千円 

 

譲 渡 性

預 金 の

預入 

11,300,000 

千円 

 

有価

証券 

 

11,300,000 

千円 

 

譲 渡 性

預 金 利

息 

113 

千円 

 

未収

収益 

 

39 

千円 
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